
（11）法第 34 条第 14 号関係 

 

申請地の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化

区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められるもので、市長があら

かじめ開発審査会の議を経たもの。 

 

 

タ 特定流通業務施設 

 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成17年法律第85号。以

下「物流総合効率化法」という。）第４条第１項に規定する認定総合効率化計画

に記載された同法第２条第３号に規定する特定流通業務施設に該当するもので

あって、次の要件を満たすもの 

（ア）貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第２条第２項に規定する一

般貨物自動車運送事業のうち同条第６項の特別積合せ貨物運送に該当しない

ものの用に供される施設又は倉庫業法（昭和31年法律第121号）第２条第２

項に規定する倉庫業の用に供する同条第１項に規定する倉庫であること。 

（イ）物流総合効率化法第４条第５項に基づく都道府県知事からの意見聴取におい

て、当該特定流通業務施設が周辺の市街化を促進するおそれがないと認められ、

かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる旨

の意見があった施設であること。 


